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「いわて県民計画（2019～2028）」

第２期アクションプラン
の策定について

令和４年７月
岩 手 県

資料2-1



Ⅰ 「いわて県民計画（2019～2028）」の構成
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長期
ビジョン

長期的な岩手県の将来を展望し、県民みんなで目指す将来像と、その
実現に向けて取り組む政策の基本方向を明らかにするもの

［計画期間：2019年度から2028年度までの10年間］

アクション
プラン

長期ビジョンの実効性を確保するため、重点的・優先的に取り組むべき
政策や具体的な推進方策を盛り込むもの

［第１期：2019年度～2022年度］

復興推進プラン 政策推進プラン

地域振興プラン 行政経営プラン

年度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

アク
ショ
ンプ
ラン

長期ビジョン(10)

復興推進プラン(4)

政策推進プラン(4)
地域振興プラン(4)
行政経営プラン(4)

政策推進プラン(4)
地域振興プラン(4)
行政経営プラン(4)

政策推進プラン(2)
地域振興プラン(2)
行政経営プラン(2)

復興推進プラン(4)
第３期の「復興推進プラン」
の取扱いは、今後の復興の
状況を踏まえながら検討



Ⅱ 計画の理念
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Ⅲ 基本目標

➢ 県民一人ひとりがお互いに支えながら、幸福を追求していくことができる地域社
会の実現を目指し、幸福を守り育てるための取組を進めること

➢ 地域社会を構成するあらゆる主体が、それぞれ主体性を持ち、共に支え合いな
がら岩手県の将来像を描き、その実現に向けて、みんなで行動していくこと

➢ 社会的に弱い立場にある方々が孤立することのないように、社会的包摂（ソー
シャル・インクルージョン）の観点に立った取組を進めること

東日本大震災津波の経験に基づき、

引き続き復興に取り組みながら、

お互いに幸福を守り育てる希望郷いわて



Ⅰ

健
康
・
余
暇
～
健
康
寿
命
が
長
く
、

い
き
い
き
と
暮
ら
す
こ
と
が
で
き
、

ま
た
、
自
分
ら
し
く
自
由
な
時
間
を

楽
し
む
こ
と
が
で
き
る
岩
手
～

Ⅱ

家
族
・
子
育
て
～
家
族
の
形
に
応
じ

た
つ
な
が
り
や
支
え
合
い
が
育
ま
れ
、

ま
た
、
安
心
し
て
子
育
て
を
す
る
こ

と
が
で
き
る
岩
手
～

Ⅲ

教
育
～
学
び
や
人
づ
く
り
に
よ
っ
て
、

将
来
に
向
か
っ
て
可
能
性
を
伸
ば
し
、

自
分
の
夢
を
実
現
で
き
る
岩
手
～

Ⅳ

居
住
環
境
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
～
不
便
を
感

じ
な
い
で
日
常
生
活
を
送
る
こ
と
が
で
き
、

ま
た
、
人
や
地
域
の
結
び
付
き
の
中
で
、

助
け
合
っ
て
暮
ら
す
こ
と
が
で
き
る
岩
手

Ⅴ

安
全
～
災
害
を
は
じ
め
と
し
た
様
々
な

リ
ス
ク
へ
の
備
え
が
あ
り
、
事
故
や
犯
罪

が
少
な
く
、
安
全
で
、
安
心
を
実
感
す
る

こ
と
が
で
き
る
岩
手
～

Ⅵ

仕
事
・
収
入
～
農
林
水
産
業
や
も
の
づ
く

り
産
業
な
ど
の
活
力
あ
る
産
業
の
も
と
で
、

安
定
し
た
雇
用
が
確
保
さ
れ
、
ま
た
、
や

り
が
い
と
生
活
を
支
え
る
所
得
が
得
ら
れ

る
仕
事
に
つ
く
こ
と
が
で
き
る
岩
手
～

Ⅶ

歴
史
・
文
化
～
豊
か
な
歴
史
や
文
化

を
受
け
継
ぎ
、
愛
着
や
誇
り
を
育
ん

で
い
る
岩
手
～

Ⅷ

自
然
環
境
～
一
人
ひ
と
り
が
恵
ま
れ

た
自
然
環
境
を
守
り
、
自
然
の
豊
か

さ
と
と
も
に
暮
ら
す
こ
と
が
で
き
る

岩
手
～

Ⅸ 社 会 基 盤
～防災対策や産業振興など幸福の追求を支える社会基盤が整っている岩手～

Ⅹ 参 画
～男女共同参画や若者・女性、高齢者、障がい者などの活躍、

幅広い市民活動や県民運動など幸福の追求を支える仕組みが整っている岩手～

主観的幸福感に関する12の領域をもとに、「健康・余暇」から「自然環境」までの８つと、これらを下支

えする「社会基盤」「参画」を加えた10の政策分野を設定。
各政策分野に、幸福に関連する客観的指標（いわて幸福関連指標）を定め、一人ひとりの幸福を守り
育てる取組を展開。

Ⅳ 政策推進の基本方向
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■ 自然増減（出生数と死亡数の差）の推移
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・ 本県の自然増減は、出生数の減少、死亡数の増加により、平成11年に減少に転
じ、以降は減少数が拡大傾向
・ 死亡数は、昭和60年代から増加傾向

岩手県「岩手県毎月人口推計」
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Ⅴ 社会経済情勢の変化（岩手県の人口）



■ 出生率の推移
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・ 若い世代の県外流出により、女性人口（15～49歳まで）そのものが減少
・ 出生率の低迷
（昭和50年以降、人口置換水準の2.07を下回って推移。令和３年には1.30）
➢ 出生数の減少に関わる２つの要因

女性人口指数 出生率

総務省「国勢調査」「人口推計」、岩手県「岩手県毎月人口推計」、厚生労働省「人口動態統計」

Ⅴ 社会経済情勢の変化（岩手県の人口）
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■ 社会増減（転入者数と転出者数の差）の推移
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・ 本県の社会増減には、３つの減少ピーク
・ 平成26年から平成27年にかけて社会減が拡大、平成28年にはいったん社会減が縮小
・ 平成30年には▲5,215人と５千人を超えたが、その後縮小し、令和３年には▲2,738人

転入者数
・

転出者数

社会増減

岩手県「岩手県毎月人口推計」
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Ⅴ 社会経済情勢の変化（岩手県の人口）



■ 社会増減の推移
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・ 社会減は、18歳の進学・就職期、22歳前後の就職期に顕著。特に、22歳前後では、
女性の社会減が大きい
・ 高校卒業者の希望する進学先、若者の希望に見合う就職先の確保が必要

社会増減

岩手県「岩手県毎月人口推計」
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Ⅴ 社会経済情勢の変化（岩手県の人口）



■ 新型コロナによる人口移動の変化
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・ 岩手県 ：Ｒ１と比較して、転出が縮小
・ 東北６県：Ｒ１と比較して、転出が縮小
・ 東京都 ：Ｒ１と比較して、転入超過が縮小
・ 東京圏 ：Ｒ１と比較して、転入超過が縮小

➢ 東京一極集中から、地方への人口移動が起きているが、一部、東京都を除く隣
県（埼玉県、千葉県、神奈川県）での移動に留まっている。

岩手県、東北６県、東京都、東京圏の社会増減の推移

岩手県「岩手県毎月人口推計」、総務省「住民基本台帳人口移動報告」

Ⅴ 社会経済情勢の変化（コロナ禍における人口移動）
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東京都の社会増は縮小しているが、
東京圏（東京都以外）は増加



Ⅴ 社会経済情勢の変化（コロナ禍における変化）
■ 従来の課題の顕在化・加速化

■ 「身体的距離の確保」という新たな視点
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（新型コロナウイルス感染症によって起きた変化）

（新型コロナウイルス感染症によって起きた変化） （見えてきた課題）

（見えてきた課題）

●３密回避・非接触・各種申請等のために、テレワーク、診
療・授業や行政手続のオンライン化を急速に進める必要。

●感染リスクが大都市圏と比べて低いことをきっかけに、地
方の価値が見直される。
新型コロナウイルス感染症によるテレワークの普及で都市

から地方への移住者が増加。

●大消費地の需要減による販売減。新たな販売先確保や県
内で経済を支える必要。

●失業や出会いの場の減少で婚姻率・出生率が低下し、少
子化が一層加速するおそれ。

デジタル化

移住・定住

地産地消

結婚・出産・子育て

●身体的距離の確保が難しい分野（医療・介護・福祉・教育・
保育等）の維持と労働力の確保の取組が必要。

●身体的距離の確保と飲食店や観光・娯楽等、雇用の維持
にもつながる社会経済活動の両立の難しさ。

対面中心の分野に
おける対応



Ⅴ 社会経済情勢の変化
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■ グリーン社会の実現

地球温暖化に歯止めがかからず、世界の気候は非常事態に直
面。本県としても、国際社会の一員としての役割を果たすことが求め
られており、「温室効果ガス排出量の2050年実質ゼロ」に向け取り
組んでいます。

■ 復興道路の全線開通

令和３年１２月１８日に、復興道路が全線開通し、三陸沿岸がより
強く一つに結びつき、さらに、三陸沿岸と内陸もより強く結びつきまし
た。

■ 大型誘致企業の稼働

北上川流域においては、自動車半導体関連産業の集積が更に進
み、半導体製造メーカーの工場の増設、ＩＴ企業の本店移転などもあ
り、新たな雇用が生まれています。



Ⅴ 社会経済情勢の変化
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■ デジタル化の進展

学校におけるＩＣＴ機器の前倒し整備、介護施設における介護ロ
ボット等の導入をはじめ、各分野においてデジタル化が進展してお
り、個性豊かで活力に満ちた地域社会の可能性が広がっています。

■ 若者の活躍

本県出身選手のアメリカンリーグでのＭＶＰ受賞や北京オリンピッ
クでのメダル獲得、全日本合唱コンクールでの最高賞受賞など、多く
の若者たちが活躍しています。

■ 地元志向・地方志向の強まり、地方への移住への関心の高まり

新型コロナ感染拡大が繰り返され、地元志向・地方志向が強まる
中、令和２年度の高卒者の県内就職率が７割を超えました。また、
地方への移住に対する関心が高まり、テレワークをはじめとする多
様な働き方が加速するという、個人の行動変容が起きています。



Ⅵ 第２期アクションプランの策定

■ 基本的な考え方
① 第１期アクションプランの評価結果や東日本大震災津波からの復興の進捗、新
型コロナウイルス感染症の状況など社会経済情勢の変化等を踏まえ、策定する。

② 市町村、企業、団体、個人など、様々な主体から広く意見を伺う。
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➣ 県では今年度、以下の基本的な考え方に基づき、「第２期アクションプラン（令和
５年度～８年度）」を策定することとしています。

「様々な社会経済情勢の変化を踏まえ、

岩手の将来を見据えて、

今後４年間に重点的に取り組むべき事項」

について、御意見をお願いします。


